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ゼロベース予算の研究
～その実施上の問題点と対策について
武脇 誠
〔1〕はじめに
ゼロベース予算は1970年代，テキサス・インスツルメント社での成功を経て，
Carter大統領による連邦政府予算における使用により一躍ブームを迎えた。そ
れにより我が国でも多くし川主目を浴び，多数の関連する文献が発表され，それ
と共に多くの企業でその導入が進められた。しかしその後注目を集めることも
少なくなり，企業での使用も以前に考えられていたほど，多数の企業で使用さ
れているとは言いがたい。その理由の・－・・・つとして，ゼロベース予算は原価削減
に有用な用具との意識が強Lhため，不況期に実施されやすt）。しかしここ数年
にわたって好況が続いていたため，その必要性があまり感じられなかったとい
う点を挙げることができる。しかしそのような外的要因ばかりでなく，それ自
体にも何らかの問題点があると考えられる。そこで，当論文の目的はその有用
性と問題点を探究し，どのようにすればそれが改善されるかについて検討する
ことにある。しかし，ゼロベース予算の長所及び短所に関する理論的考察は，
多数の文献により行われているので，当論文ではそれと異なる視点、からその検
討を行うつもりである。すなわちそれを実際に行った際の問題点を考察するた
めに，それに関していくつか行われた実態調査と，わずかのケースであるが実
験も実施されたので，それらの公表された結果に基づいて実際面から検討を行
うこととする。
なお，政府と民間企業の予算は大きく異なっているのは言うまでもないが，
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ゼロベース予算に関するその手続き，効果，問題等は両者において類似点が多
い。それ故に，当論文は企業予算を対象とするものであるが，政府における研
究も可能な範囲で参考としていくつもりである。
何I 1 
ゼロベース予算 伝統的予算
デンジョン・ユニットω設定
｜デンνョン・ハツケージの存頁1
デンジョン・パッケージのランク付け
伝統的予算編成プロセスとゼロベース予算を比較したのが図 1である。ここ
で示されるように，両者のプロセスにおける違いは長期計画と予算編成方針の
聞にゼロベース予算は新たな作業を行うことにある。これにより各部門のマネ
ージャーに既得権を認めず，毎期に全活動に対する必要性を考えさせることに
より，予算編成の際に合理的な資金配分を徹底させることを意図したものであ
る。このように，ゼロベース予算の手法は特に革新的なものではなく，合理的
な思考を制度化により徹底したものにすぎなしユ。すなわち，これらは本来予算
編成の過程において行うべきでありながら，各部門の抵抗或いは時間的制約に
より，従来なかなか実施されてこなかったことを確実にするために，制度化し
たものと考えることができる。しかしそれにより，ゼロベース予算を過少に評
価すべきではない。何故なら，それは運用の仕方によっては，非常に大きな影
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響を全経営管理過程に与えうるものだからである。そこでその点に留意しつつ，
まず以下の調査の検討を行う。
〔2〕D.E.Wadeの実態論釜
この調査は必ずしも，当論文と同じ目的の検討のために実施されたものでは
ないが，その調査の質問項目は多彩で、あり，その結果は興味深いものなので，
充分に参考になると思われる。この調査はゼロベース予算の実施を検討した私
企業， 82社を対象に質問票を送り，そのうち返送された有効票， 49社の結果に
基づいて行われたものである。その内訳は，現在実施中…2"5社，一時実施して
いたが現在は中止…16社，実施を検討したが実施せず… 4社，現在一部実施中
…4社である。そこでこれらの調査結果を基に，ゼロベース予算のプロセスに
ついて，実際には理論とどのように異なって実施されているか，そしてどのよ
うにすべきかを検討する。続いてこの調査ではゼロベース予算を継続して実施
している企業ばかりでないそれを中止した企業の調査も行われているので，
この両者を比較することにより，中止に至った原肉を考察し，現在実施される
ことが少なくなった理由を探っていくつもりである。
ゼロベース予算のプロセスは図 1に示したとおりである。そこでまずーこの
各々について以下検討していくこととする。しかし前述のように，ゼロベース
予算の詳細な実施方法については多数の著書でのべられており，さらに，それ
を論じるのが当論文の目的ではないので，プロセス自体の解説は簡単に述べる
にとどめる。
(1)全社的目標の伝達
デシジョン・パッケージ作成に先立ち，下位レベルのマネジャーに長期計画
に基づく全社的目標を伝達することが必要である。これにより，各マネジャー
に対して目標の整合性をはかることができる。この点に関する Wadeの調査結
果を見ると表 1のとおりである。
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表 1 <it 5 > 
ot:¥ 年度 ;fQ 在
Yes No 不明合計 Yes No 不明合計
くj主6>
現在実施中の企業 13 6 20 18 2 。20 
実施後中止の企業 9 5 15 
ここで注目すべき点は，第一年度に比べて経験を重ねるにつれて，目標の伝
達を正式に行う企業が増えていることである。これをさらに詳細に見ると，実
施後これを止めた企業は 1社もなく，増加はすべて初年度実施していなかった
企業によると報告されている。これは，実施以前にはこのプロセスの重要性を
意識しないが，実施していくにつれてそれを感じるようになる傾向を示してい
る。それ故に，通常ゼロベース予算の解説で取り上げられることが少ないが，
それの実施にあたって，まず、各マネジャーに全社目標を徹底させることの重要
性を，再認識する必要がある。
(2）デション・ユニットの設定
ゼロベース予算の第二段階は，デション・パッケージを作成するためのデシ
ジョン・ユニットの設定である。デシジョン・ユニットは，通常コスト・セン
ター或いは予算単位であることが多いが，その企業の規模や能力等の状況要因
に応じて様々に設定されることがある。従ってデシジョン・ユニットと企業の
組織図が必ずしも一致しないので，余分な労力が必要となり，これを細かく設
定するほどその傾向は強くなる。この点について Wadeは，初年度と現在にお
けるデシジョン・ユニット数の変化の調査を行った（表2）。
表 2 く注 7>
現在実施中企業比率
4.8%・ー …増 加
11 52.4%……減少
5 23.8%……変化なし
4 19. 0%……不明
21 100. 0% 
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それによると約半数の企業がデシジョン・ユニットの数を減少させているこ
とがわかる。その第一の理由は，前述のように労力の節約であろう。すなわち
ゼロベース予算を導入した当初は，その完全な実施を意図して詳細なユニット
を設定する傾向があるが，経験を重ねるにつれて時間，費用の節約のためにい
くつかのユニットを統合していったものと推測できる。さらに他の理由として，
当初は企業の多数の領域においてデシジョン・ユニットが設定されるが，その
実施につれて次第にゼロベース予算があまり有効でない活動が認識されること
により，その領域での設定が行われなくなることがあげられる。後述するよう
に，ゼロベース予算の最大の欠点の一つは事務量が過大となることにある。そ
れ故に，初年度からの徹底した実施は，欠点を強調する結果となり失敗へと結
びつきやすいであろう。
(3）デシジョン・パッケージの作成
デシジョン・パッケージは上級マネジメントにより，その重要性に従ってラ
ンク付けされる。それ故にデシジョン・パッケージは，そのような評価に必要
なすべての情報を提供するものでなければならない。しかしどのような情報が
必要であるかは，そのおかれた企業の環境により異なるであろう。従ってそれ
を一様に指定するのは困難だが，多くのデシジョン・パッケージに共通した基
本的な情報はあると考えられる。それについて多数の著書に指定されているも
のを列挙すると，以下のとおりである。①一般的情報（パッケージの名称，担
当責任者名等），②目的，③プログラム（当該パッケージ実施方法），④原価情
報（実施に用する原価），⑤成果（当該パッケージ実施による具体的効果），⑥
業績評価尺度，⑦代替案（目的達成のための代替的方法，他の努力レベル，当
該パッケージ不承認の場合の影響）。それでは実際の企業はどうであろうか。こ
の点に関してゼロベース予算を継続している企業とそれを中止した企業，及び
初年度と現在のそれぞれについての Wadeによる実態調査を見ると，表3のと
おりである。
これによると，継続企業も中止企業も同様に上記のほとんどの情報を記載し
- 43 -
- 44 -
表 3<it 8) 
第 1 年度 E見 在
実施後中止 現在実施中 現在実施中
Yes No 不明 Yes No 不明 Yes No 不明
14 。。21 。。20 0 ・ a 目的
14 。。19 2 。19 2 0 …b. activityの説明
11 2 20 。18 3 0 …c. activityの達成方法
11 1 2 20 。17 4 0 …d.代替案
13 1 。21 。。21 。0 …e. 原価情報
14 。。21 。19 2 。…f.成果
10 2 2 14 6 13 7 1 …g＿業績評価尺度
14 。。21 。17 3 1 …h. activityを中止した場合の影響
10 2 2 16 5 。17 4 （） …i.様々なレベルに対応する別々の
デンジョン・パッケージ
。14 。。21 。。21 〈注9> 0 ・ • activity実施に要する総面積
ているのがわかるが，⑥の業績評価尺度のみ，これをデシジョン・パッケージ
に書き込まない企業がかなりある。またそれについて継続企業と中止企業の比
較を見ると，継続企業の方がむしろ記載していない比率が高い。これよりこの
情報の有用性が疑問となる。そもそもこの情報を必要とする理由は次の点にあ
る。すなわち，デシジョン・パッケージの実行を確実にするには，その後のフ
ォロー・アップが不可欠であり，それには実行後達成度を評価される必要があ
る。そのためには業績評価の尺度がデシジョン・パッケージに含まれねばなら
ないとして，この情報の必要性が主張されたのだが，現実には上表のとおり記
載していない企業が多い。その理由について明らかにされていないが，業績評
価尺度の設定が困難なことが一つの原因であろう。また現実には，ゼロベース
予算は計画設定の側面が重視され，業績評価に対する関心が薄いことも原因で
あろうと推測できる。それは，業績評価尺度をどのような頻度で使用するかに
ついて調査された表4を見ても明らかである。
すなわち，コントロール目的に有用と思われる月次，及び四半期で使用する
とした企業は，初年度よりは増加したものの，現在においても半数にもみたな
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表 4 ぐ波10>
第 1 年度
現在実施中 実施後中止
5社 23.8% 0社 00% 
3 14.3 7.1 
4 19.0 4 28.6 
6 28.6 7 50.0 
3 14.3 2 14.3 
21 100.0 14 100.0 
現在
現在実施中
5社 23.8%……月次ベース
5 23.8 －－－－－四半期ベー ス
4 19.0 ・・・年次ベー ス
4 19.0 ・・・・・使用せず
3 14.4 ・・・不 明
21 100.0 
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い結果となっている。つまり業績評価尺度を含むと答えた企業でも，これを業
績評価のためには使用していない企業がかなりあるということである。これに
関連して，原価がデシジョン・パッケージ別に集計，報告されているかという
質問がなされた。その結果は表5のとおりである。
表 5 く注11>
第 1 年度 実施後数年後く注12)
Yes No 不明合計 Yes No 不明合計
現在実施中・・・ 4 17 。21 7 14 。21 
実施後中止・・・ 4 10 。14 3 5 9 
この結果からも明かなように，初年度に比べて増加したものの，現在でもま
だパッケージ別に原価を集計していない企業の方が多い。これは会計上の組織
とデシジョン・ユニットが必ずしも一致しないために生じるのであるが，この
ことからも，現在ではまだゼロベース予算を業績評価のために使用している企
業は少ないものと考えられる。
ゼロベース予算はその名前から，既存の業務をゼロから再検討することを連
想するが，それは現実的ではなく，実際は現在レベルの約70～80%を最低活動
可能レベルのパッケージ（基準パッケージ）として作成するのが普通である。
そしてこの最小レベルを越える複数の追加的レベルについて，別々のデシジョ
ン・パッケージを作成する。これにより，特定業務に要する増分原価とその増
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分便益の比較が可能となり，重要性の高い業務の順にランク付けすることが容
易となる。このように，様々な努力レベルについてのデシジョン・パッケージ
を作成し，それの評価を行う点にゼロベース予算の大きな特徴がある。しかし，
基準パッケージ作成に関する Wadeによる実態調査を見ると表6のとおりで
ある。
表 6 くは13>
第 1 年度 現在
現在実施中 実施後中止 現在実施中
18 12 15 …毎年作成
3 。 3 …作成せず。 。 1 …初年度作成，その後定期的に作成。 3 2 …その他
21 15 21 
これより，現在も実施している企業のうち 6社（29%）が，ゼロベース予算
実施の都度，最小レベルのデシジョン・パッケージを作成していないことがわ
かった。そのうちの 1社は， 3年に 1度づつ最低レベルのデシジョン・パッケ
ージを作成していると答えた。その理由について明らかではないが，環境変化
があまりない場合，時間の浪費を避けるためにこのような簡便な処理が認めら
れることがある。本来，現行活動の見直しのためには，最低レベルのパッケー
ジ作成は不可欠だが，明らかに必要がないと多数により認められた場合，及び
その他の実情に応じて変形させて実施していくことも必要であろう。
(4）デシジョン・ノfッケージのランクイ寸け
多数の階層より成る組織におけるランク付けのプロセスは以下のとおりであ
る。まず各下位階層で作成された複数のデシジョン・パッケージは，そのユニ
ットのマネジャーにより重要性に従ってランク付けされ，上位の階層に伝えら
れる。この階層では各下位階層から集められたランク付けが統合され，それが
さらに上位の階層に伝えられる。これが順次繰り返されることにより，最終的
に全社的ランク付けが行われる。そして，これに基づいてデシジョン・パッケ
- 46 -
- 47 -
ージの採否が決定される。
このようにランク付けのプロセスは，各ユニットにより提出されたランクの
統合を必要とするが，これに関する調査結果を， Wadeの論文より抜粋したの
が表7である。
表 7＜淀14>
第 1 年度
現在実施中 実施後中止
現在
現在実施中
Yes No 不明 Yes No 不明 Yes No 不明
a. トップ・マネジメント・レベ・・・ 10 11 0 10 4 () 10 11 () 
ルにおいて全ノ《ッケージの総合
ランク付けが行j)j Lる
b.階層の上昇．につれて，評価パ… 15 4 
ッケージ数は限定されるように
なる
5 8 15 4 
このうち質問aは， トップ・マネジメントの決定のために，各ユニットから
提出された全デシジョン・パッケージのランク付けが，作成されているかを調
査したものだが，これによると，継続企業の半数以上がこれを作成していない
のがわかる。そのある企業に対する調査によると，困難が生じたため現在では
非公式にこれを実施しているとのことである。これは恐らく，パッケージを却
下されたユニットの不満により，公式的には止めざるを得なかったのであろう
と推測できる。また他の作成せずと答えた企業も同様に，各ユニット，特に低
順位にされたパッケージを提出したユニットからの不満を解消できないとの判
断によったのであろう。このようにゼロベース予算を実施している企業も実際
にかなり不完全なやり方でしかこれが行われておらず，そのためその有用性は
かなり制限されたものである。このプロセスにゼロベース予算の大きな難点が
あることはいくつかの著書に指摘されているが，これがこの調査により確認さ
れた結果となっている。それ故に，この点、を改善することが大きな課題である
が，そのためには，ゼロベース予算に対する全社的な理解を得ることの重要性
が改めて認識させられる。
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さらにこのプロセスで生じる大きな問題は，大企業では階層が上位に進むに
つれて，デシジョン・パッケージの数が増大するため，これを個々に検討する
ことが困難となることである。それを防ぐために，全てのパッケージを評価す
る代わりに，採否の境界線に近いパッケージのみを重点的に評価する方法が，
一般的に主張されている。そこでこれについての調査結果（表7のb）を見る
と，継続企業において多数はこのやり方を実施しているものの， 4社は現在で
もこれを行っていない。しかしこの 4社については，この著者も述べているよ
うに，組織の規模が小さいため，全デシジョン・パッケージを評価しても大し
た労力の増加とはならないことがその理由であろうと推測できる。（ただし企業
の規模についての調査が実施されなかったので，確かではない）。それに対して
中止企業においては，多数の企業がこのやり方を実施していなかった。これに
ついてもさらに掘り下げた調査が行われていないので定かではないが，これに
よる事務量の増大が，ゼロベース予算を中止した一つの原因となったものと推
測できる。それ故に，ゼロベース予算にともなう事務量の増大を少しでも抑え
るために，採否に関連したパッケージのみを重点的に評価すべきである。
これまで調査結果に基づき，ゼロベース予算における実施上の問題点に特に
焦点、をあてて検討してきたが，次に継続企業と中止企業の回答内符の違いに作
目して検討を行う。
まず，ゼロベース予算をどのようにとらえるかという質問の結果が表8であ
る。
表 8/I主15/
第 1 'rj三度 f見イt:
現花実施qi 実施後中止 現在実施中
6社 28.6% 4fl 26.7% 6社 28.6% …継続的 fJ~ ・ j刺1llirff~UFJH
11 52.4 7 46.6 13 61. 8 …経営管矧用具
3 14.2 3 20.0 0 () …矧則的凶倒i削減！日見
1 4.8 。 。 4.8 …そω他。 1 6.7 4.8 ...無［1］答
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このうち現在継続している企業について見ると，初年度は「短期的原価削減
用具」ととらえる企業があったものの，ゼロベース予算の実施につれて，いず
れも「経営管理用具」とするように変わっているのがわかる。これに対して，
中止企業を見ると「短期的原価削減用具J ととらえた企業の比率が多い。また
これに関連して，ゼロベース予算を実施する主な目的について調査されたのが
表9である。
表 9 く注16>
第 1 年度 現在
現在実施中 実施後中止 」部実施 現在実施中
10 6 13 よーり良い資源配分
5 3 6 ・・計画i設定の容易化
ひ 6 （） 1 コースト・人員削減。 。 。 。 ・・・組織の再編成。 。 ・・・そのイ也。 （） （） ・・・無回答
21 15 21 くl:U7>
この結果も同様に，初年度は「コスト・人員削減」を目的とする継続企業は
かなりあったものの，次第に減少している。またそれに対して，中止企業では
これを目的とする企業が多いのがわかる。以上2つの調査結果より，「短期的な
コスト・人員削減」のためにゼロベース予算を実施しても，期待どおりの成果
をあげにくいことがわかる。もっとも「短期的原価削減用具」ととらえた企業
が，ゼロベース予算を短期間でこれを中止したのは当然の結果といえる。しか
し後述するゼロベース予算の長所の項で，中止企業が「コスト・人員削減」を
長所と認めていないという結果をあわせて考えると，これらの企業が中止した
のは，それが実現できたからではなしむしろ成果があがらなかったために中
止せざるを得なかったものと推測できる。それ故に，ゼロベース予算を有用と
するためには，「コスト・人員削減」以外の目的で使用すべきであり，それを継
続的な経営管理用具としてとらえ，運用していくことが重要と考えられる。
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50 
としユゼロベース予算の成功にはどのような要因が最も重要であるか，また，
う質問に対する現在実施企業と中止企業の回答は表10及び表11のとおりである。
両企業を比較するといずれの場合も，「トップ・マネジメントの支持と関与J
さらにその他の一般に主張されている点が，重要と考が最も重視されており，
10 （現在実施企業）
9 
0 
? ?
?
???
。。0 47.5 42.9 4.8 4.8 0 33. 3 52. 4 14. 3 0 
数 比率（%）
重要度 重要度
高中低高 中
54321 5 4 3 2 
a.継続的な絶織目標の作成と明確な表明… 134 4 0 0 62.0 19.0 19.0 0 
b. トップ・マネジメントの支持と関与… 200 1 0 0 95.2 0 4. 8 0 
c.組織ニーズに適合させたゼロベース… 12 7 2 0 0 57.2 33. 3 9. 5 0 
予算システムの設計
d.低レベルのマネジャーの支持の獲得… 109 1 
e.全参加者の訓練 …7 11 3 
〈注19>
f .継続的な経営管理用具としてのゼロ… 10 5 
ベース予算の使用
表
。0 47.6 23.8 19.0 0 。4 
くI主20>
11 （実施後中止企業）
??
??
?
? ?
?
???
??
??
2 
6.7 
0 
0 
0 40. 0 33. 3 26. 7 0 
0 40.0 46.6 6. 7 6. 7 
2 20.0 13.3 26.7 13.3 
数 比率（%）
重要度 重要度
高中低高 中
54321 5 4 3 
a.継続的な紅織目標の作成と明確な表明… 85 1 1 0 53.3 33. 3 6. 7 
b. トップ・マネジメントの支持と関与… 132 0 0 0 86.7 13. 3 0 
c.組織ニーズに適合させたゼロベース… 75 3 0 0 46 . 7 33 . 3 20 . 0 
予算システムの設計
d.低レベルのマネジャーの支持の獲得… 65 
e.全参加者の訓練 … 6 7 
f.継続的な経営管理用具としてのゼロ… 32 
ベース予算の使用
???
?
表
- 50-
-51-
えられているのがわかるが，最大の違いは「継続的な経営管理用具としてのゼ
ロベース予算の使用J に関してである。継続企業の半数近くはそれを非常に重
要と考え，さらにそのすべてが重要としているのに対して，中止企業はその重
要性をかなり低く評価している傾向を見ることができる。それ故に，ゼロベー
ス予算を単なるホ予算或いは原価管理用具。と見なすべきではないということ
が，これにより示されている。続いて，その他の成功要因についても質問がな
され，継続企業が「ある特定の個人にゼロベース予算運用の責任を持たせるこ
と」及び「その適切な分野での運用」を指摘しているのは注目できる。この両
者共当然のことであるが，現実には行われていないことが多い事項である。
次に，従来の予算に比較したゼロベース予算の長所についての質問も行われ
ており，その両企業の回答は表12と表13に示すとおりである。
まず継続企業について見ると，一般的に長所として主張される項目のうち，
「コスト・コントロール」のみ長所と認めていなかった。このことを前述の結
果（デシジョン・パッケージに業績評価尺度が記載されていない理由について
く注21>
表 12 （現在実施企業）
強中弱
5 4 3 2 1 平均点
1.計画・予算プロセスへの全レベルのマネジャーの参加……15 4 2 0 0 4 .62 
2. マネジャー間のコミュニケーションと理解の改善 ……10 10 1 0 0 4. 43 
3.資源のより良い配分 ……10 9 2 0 0 4.38 
4.組織に対する学習 ……10 7 4 0 0 4.29 
5.組織における能率及び効率の改善
6.低レベルのマネジャーへのモチベーション
7.組織の全レベルでの経営管理技術の改善
8.予算の環境への適合
9. コスト・人員の削減
10. コスト・コントロール・システム
.. 2 15 4 0 0 3. 91 
・ 4 11 5 1 0 3.86 
・・ 2 13 5 1 0 3. 76 
・3 10 6 1 1 3. 62 
・ 4 8 5 4 0 3.57 
・・ 3 6 11 0 1 3 .48
( 3点ーゼロベース予算と従来の予算の聞に差がないことを意味する。上記質問では， 10の
く注22>
コスト・コントロール・システム以外全て 3点よりも統計的に大であった。）
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〈注23>
13 （実施後中止企業）表
強
5 
1.計画・予算プロセスへの全レベルのマネジャーの参加…… 3
2. マネジャ聞のコミュニケーションと理解の改善 ……5 
3.資源のより良い配分 ・…ー 4
4.組織に対する学習 ……6 
5.組織における能率及び効率の改善 …… 1 
6.低レベルのマネジャーへのモチベーション …… 2 
7.組織の全レベルでの経営管理技術の改善 …… 2 
8.予算の環境への適合 …… 1 
9. コスト・人員の削減 …… 1 
10. コスト・コントロール・システム ・・・ 1
平均点
4.0 
3.93 
3.79 
4.36 
3.43 
3.29 
3.50 
2.93 
3.43 
2.50 
? ?
?
??????
???
? ?
?
??? ??
? ?
?
???
?
???
く注22>
ゼロベース予算をコスト・コントロール用具
とは考えず，他の目的のため実施した企業の方が成功しやすいことを，改めて
認識させられる。続いて中止企業は，「能率及び、効率の改善」「低レベルのマネ
l～4が 3点よりも統計的に大であった。）
と照らしあわせると，
（上記質問では，
述べた項）
ジャーへのモチベーション」「経営管理技術の改善」「予算の環境への適合」及
び「コスト・人員の削減」を長所とは認めていない。このうち「経営管理技術
の改善」については，中止企業はゼロベース予算を経営管理用具とはみなさな
い傾向が強いので，当然の結果といえるが，「能率改善J「予算の環境への適合」
を実現できなかったこと，及び数社の企業が主目的とした「コスト・人員削減」
ゼロベース予算を中止する要因となったのであろ
それがどの程度
その結果が
を実現できな均aったことが，
フ。
次に，一般に知られているゼロベース予算の短所について，
まで深刻なものかという質問も，継続企業に対して行われている。
表14である。
一 52-
〈注24>
表 14
a.時間と労力の負担
- 53 
く注25>
深刻 中 深刻でない
5 4 3 2 1 平均点｜
・4 6 7 4 。3.48 
b.デシジョン・パッケージにおける原価見積の正確性……O 。12 4 5 3.10 
c.低レベルのマネジャーの支持の獲得 . 1 1 9 7 3 2.52 
d. ゼロベース予算の目に見える効果の欠如 .. 0 3 7 9 2 2.50 
e. デシジョン・パッケージの業績評価尺度の決定 . 5 3 6 3 4 2.33 
f.原価の過大見積 . 1 2 4 8 6 2.24 
g＿高レベルのマネジャーの支持の獲得 . 1 2 3 7 8 2.10 
h. デシジョン・パッケージのランクイ寸け . 1 2 3 7 8 2.10 
これより，「時間と労力の負担」と「デシジョンパッケージの業績尺度の決定」
は予想どおり深刻な問題と認識されていた（平均点よりもむしろ，深刻と回答
した企業がいくらあるかが重要である）。しかし，従来短所として主張されるこ
との多かった「デシジョン・パッケージのランク付け」については，あまり認
識されていなかった。これにより， Wadeはこの問題は現実には大した問題と
なっていないと判断するが，これは疑問である。その理由は，前記の調査で示
されたように，かなりの企業はランク付けの困難な部分を避けて，不完全なラ
ンク付けしか行っていない。すなわち自ユニット内でのランク付けは，比較的
容易なのでこれを実施するが，ユニット間のランク付けは実施されていないこ
とが示されている。この結果より判断すると，むしろこれは他の短所より解決
が非常に困難な問題であろう。また，その他の短所についても質問がなされ，
ある企業が「ゼロベース予算の便益はトップ・マネジメントのレベルでは非常
に大きいが，デシジョン・ユニット・マネジャーでは大きなものではない」と
述べた。これは全社的な目標整合性に関する問題であり，他の予算にとっても
重要な問題である。以上，短所に関する調査結果を見てきたが，実はこの質問
は継続企業のみにしか行われていない。そのためゼロベース予算の中止理由を
検討することはできないが，これらの短所が中止企業にとっては，一層深刻な
ものであったと推測できる。
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次に具体的な実施方法について，継続と中止の両企業の比較を行う。
施範囲についての結果は表15に示すとおりである。
表
く注26>
15 
第 1 年度
現在実施中実施後中止 一部実施
8 4 1 
5 3 0 
4 1 1 
3 4 1 
1 3 0 
21 15 3 
現在
現在実施中
2 ……本部
6 ……事業部
3 ……部門
8 ……全社
2 ……そのf也
21 
まず実
これより，継続企業は多くが一部の領域（本部のみ）から実施し，時間の経
過と共にその範囲を拡大していることがわかる。 それに対して中止企業は，始
めから全社的に実施している企業がかなりあるのが目につく。 この企業につい
てさらに調査が行われていないので明確な判断は困難だが， ゼロベース予算の
最大の短所として「時間と労力の過大消費」が挙げられていることと考えあわ
せると，始めから大規模に実施することは失敗に結びつきやすいと推測しうる。
以上 D.E.Wadeの調査結果を参考に， ゼロベース予算を現実に実施した際
の問題点と改善策，及び継続企業と中止企業の回答の違いから，中止原因を推
調1してきた。 しかしここでは， ゼロベース予算実施上の長所，短所については，
あまり詳しく調査されていなかった。 そこで他の調査結果に基づいて， ゼロベ
ース予算の有用性，及び問題点の一層の検討を進めていくこととする。
〔3〕She巾 kar& Deanの実態、請釜
ゼロベース予算の最も大規模な組織的適用は， 1977年アメリカ大統領Carter
により要請された1979年度連邦政府予算の編成である。これに対して， Office
of Management and Budget （以後，略してOMBと呼ぶ）により広範な実態
調査が行われた。それはこれを実施した全ての機関に対して，質問票を送付す
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＜｝主28>
ることにより行われたもので，その回答は公表されており，それについて Sher
lekar & Deanが統計的な分析を行っている。そこで当論文ではこれを基に，
ゼロベース予算の実際の適用における長所，短所を検討していきたい。
Sherlekar & Deanは，次の11の基準に基づきゼロベース予算の有用性を評
価する。
くi主29>
表 16
Aクゃルー プ 目標及び戦略の側面…5.83
Al 目標の達成（ゼロベース予算は目標と資源配分の正当化を強調する）…5.19(8.0)
A2 目標の数量化，或いは目標への注目（デシジョン・ユニットの業績評価のため）
…6.88 (4.5) 
A3 主な組織の戦略或いは問題の認識（ゼ、ロベース予算により部門マネジャーは，組
織の目的及び組織における問題をより認識することとなり，予算の質的レベルが
高まる）…5.44(7.0) 
Bグループ資源の配分（効率と能率）の側面…6.98
B 1 業務改善のための代替案の形成…5.00(9.0) 
B2 資源配分における柔軟性（代替案及び代替レベルの作成によりトップに対して柔
軟性をもたらす）…6.88(4.5) 
B 3 プログラム聞の選択（複数の予算レベルが設定されるので，デジション・ユニツ
卜のマネジャーに選択の機会を提供する）・・・7.75(3.0) 
B4 努力の優先順位の設定（デシジョン・パ、ソケージのランク付けプロセスは，組織
における優先事項に対する全レベルの経営管理者の意見を反映する）…8.31(1.0)
Cグループ予算の質と予算編成の側面…5.23
c 1 原価の節約…2.31(11.0) 
C2 より良い資源の配分，活動の正当化，及び｛憂先順位の変更…6.5(6.0) 
C3 経営管理者の意思決定過程への参加（ゼロベース予算は正当化の責務を低レベル
の管理者に，そして目標及び優先順位の作成責任をトップの経営者に課する）
. 8.00 (2.0) 
C4 時間と努力の効率的使用（ゼロベース予算は多くの事務量をもたらし，全レベル
のマネジャーを予算プロセスに取り込む。この時間と努力についてはマネジャは
日々の業務から解放される）…4.06(10.0) 
彼らはゼロベース予算が，これらの個々の基準の達成にどの程度有用である
かを分析するために， OMBの実態調査により判明した各成員のゼロベース予
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算に対する意見を， 10点法（ 1 ＝非常に低， 10二非常に高）で評価した。そし
てそれを集計することにより，各基準に対する有用性を客観的な数値で示した。
その際使用する公式は，以下のとおりである。
C; 二~W j Ajj : i = 1,2, ... , m, 
wjニj番目の成員の客観的重要性（ウェイト）〔0豆wj豆1,
Au=i番目の目的に対する j番目の成員の評価
n＝成員数
m＝目的数
~Wj=l) 
しかし彼らの研究では，各成員に対して等しいウエイトを仮定したので，次
式により評価される。
Ci＝与土Au:i二 1,2，…・ m,
•.. 1 
〈注30)
その結果が表16の各項目の後に示した数値である。
最高の評価を得たのは， B4「努力の優先順位の設定」であった。すべての成
員はこの目的について，好意的な評価を下し， 16人のうち 7人が10点と評価し
た。それ故にこの項目は，ゼロベース予算の大きな長所であるということがで
きる。次に高い評価を得たのはC3「意思決定プロセスへの参加」であり， 16の
く注31>
成員のうち 8人が10点の評価をした。これは，予算担当者がその編成に責任を
持つ伝統的予算に比べて，ゼロベース予算は，各業務マネジャーがその正当性
の分析をし責任を持つので，当然の結果と言える。その他B3「プログラム問の
く注32>
選択」も高い評価を得た。これらはいずれも，多くのテキストで指摘された長
所と一致しており，妥当な結果と思われるが， Bl「代替案の形成」が何故この
ように低い評価なのかは，大いに疑問である。
また低い項目を見ると，最も低い評価は Cl「原価節約」であった。それはわ
ずか2人の成員がこれを評価したのみという，他に比べて特に低いものであっ
た。この結果は，従来原価節約を主要な目的として，ゼロベース予算を実施す
る企業が多かったという事実と，全く異なるものであった。次いで低かったの
が， C4「時間と努力の効率的使用」であり， 3人の成員がこれを肯定的に評価
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したのみであった。むしろ「時間と労力の増大」が，ゼロベース予算の大きな
短所として指摘されることが多く，この項目自体疑問だが，効率的使用という
表現により，単に節約の意味ではなしそれが生み出す成果と労力との比較の
意味を持たせているためであろう。
次にグループ別に見ると，資源の能率的配分に関するBク、ループの評価が最
も高く，この面でのゼロベース予算の貢献が最も重視されたことがわかる。そ
れに対してCグループは最も低いが，それは Clによるのであり Clを除くと，
目標の確立に関するAグループが最低となる。この理由は， 16の成員中8人が
ゼロベース予算と目標設定を分離して考えており，ゼロベース予算実施以前に，
既に目標を確立していたためである。
Sherlekar & Deanの調査は，主にゼロベース予算の有用性に関して行われ
たものだが，これに批判的だった成員に対する調査も簡単に行われている。そ
れらの意見によると，ゼロベース予算を評価しなかった理由は次の4点に要約
できる。①ゼロベース予算はランク付けに多くの時間がかかるため，より重要
な分析に必要な時間が不足した。②ランク付けは困難でト有意義ではなかった。
③ゼロベース予算は，そのプロセスにおいて選択を必要とするが，それは実質
上意思決定を助けるものではなかった。④ゼロベース予算は多数のプログラム，
特に資本投資のような分野では有効ではなかった。このうち③と④については，
実施の仕方に問題があったと思われるが，詳細な調査が行われていないので，
これ以上の検討は行わない。それ故にゼロベース予算の短所と目されるものは，
①過剰な時間の使用，②ランク付けの困難さ，である。これらはいずれも，一
般に論じられているものと一致しているが，これらに関する調査も行われてい
るので，その結果を要約して次に検討する。まず①に関してであるが，上記の
調査においてゼロベース予算の実施により，平均229%の事務量の増大が報告さ
れた。そこで彼らはゼロベース予算のプロセスの中心は，デシジョン・ユニッ
トとパッケージにあるとして，これらを事務量増大の主因であると予想した。
そしてデシジョン・パッケージ数，デシジョン・ユニット数，及びデシジョン・
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ユニットの平均サイズ，と事務量の聞の関係を調査した。その結果は表17に示
すとおりである。
く注33)
表 17
音E
厚生省
農務省
司法省
商務省
労働省
国務省
財務省
運輸省
F~ 
連邦都市開発省
内務省
・．
・．
・．
・．
・．
・．
・．
・．
・．
a b 
500 2.000 
250 1.000 
204 558 
227 500 
751 4,478 
44 181 
244 871 
123 709 
172 451 
139 276 
c d e f 
4.00 185.00 370 無回答
4.00 20.46 82 200 
2.73 2.46 12 100 
2.20 2. 72 12 100 
5.96 29.86 40 400 
4 .11 l. 47 33 100 
3.57 69.65 285 500 
5.76 17.36 141 200 
2.62 33.11 193 100 
l. 98 4.45 32 50 
なお表中の記号はそれぞれ， aデシジョン・ユニット数， bデシジョン・パッケージ数，
Cデシジョン・ユニット当たり平均デシジョン・パッケージ数， d予算額（ $100万入 f事
務量増加率（%）とする。
これを見ると， a' b, cが最大の労働省が400%の事務量の増大を示すのに
対して， Cが最低の内務省は50%の増大しか示していない。これよりかなりの
関係が推察された。しかし厳密な回帰分析によると，これらの聞の関係は見ら
れなかった。
また②に関して，どのような方法でランク付けが行われているかの調査が行
われた。これによると，多くの部門は主観的なランク付けを採用しており，そ
のうちデルファイ法，投票，点数法を採用している部門も一部あった。このよ
うに現実には，客観的方法は非常に少なく，マネジャーの主観的判断に任せて
いる部門がほとんどであることが判明した。
以上のように Sherlekar& Deanの分析は，一般に論じられているゼロベー
ス予算の長所について，広範な実態調査の資料に基づいて，統計的に検証した
点に意義がある。しかし，前記の有用性の個々の基準は重複や不明確なものも
- 59 -
多く，適切なものとは言いがたい（例えばAグループは不明瞭な項目が多いが，
A2は業績評価を，そして A3は目標整合性を意味するのであろう。また c2は
Bグループとする方が適切であろう）。そこでゼロペース予算のもたらす長所に
ついて，多数の著書により列挙されたものを経営管理過程に応じて整理すると，
次の点に集約することができる。
計画
(1) 目標整合性
①全活動が詳細に評価されることにより，全社的な観点からの費用効果分
析が徹底され，予算の水増し要求等の全社的目標に反した行動が減少す
る。
②他部門のデション・パッケージの評価を通じて，他の部門に対する理解
が深まり，全社的な視野に立った行動が促される。
(2) より良い資源配分の達成
①現状の活動に対する既得権が排除されることにより，割り当てられた予
算額の無理な消化を予防することができる。
②各ユニットに多くの代替案の様々なレベルで、の検討を強制し，それを全
社的に評価することにより，合理的な優先順位が設定され，より良い活
動に資源が投下されるようになる。
③予算額が変更される時に，採否の境界線に近いデシション・パッケージ
を追加又は削除するだけで，簡単に対応できる。
④多数の努力レベルを認識することにより，そのプログラムの一部の実施
が可能になる（従来の予算では全部実施するか，全く実施しないかのど
ちらかである）。
統制
(1) モチベーション
①多数のマネジャーがデシジョン・パッケージ作成を通じて，意思決定過
程に参加することにより，マネジャー聞に良好なコンセンサスが得られ
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るようになり，予算に対する理解も高まる。
②部門マネジャーは予算を，一部のスタップにより作成され，強制された
ものではなく，自身の作成したものとの意識を持つようになり，モチベ
ーションが高まる。
③デシジョン・パッケージは，そのユニットのマネジャー自身が作成した
ものである。それ故にそのパッケージは，そのマネジャーとトップの聞
にかわされた一種の契約と同等のものとなり，その履行に対する義務感
が高まる。
(2) 業績評価
デシジョン・パッケージ作成により，各ユニットの達成目標が明確に示
されるようになるので，各マネジャーの達成度合いが明らかとなり，業
績評価が容易になる。
(3) 原価の節約
その他
全ての活動について，最小サービスレベルでのデシジョン・パッケージ
作成を強制することにより，原価意識を高めさせ，不要な活動に伴う原
価が削減されるようになる
①部門マネジャーは予算作成の都度，意思決定過程に参加することにより，
費用効果分析や増分分析等の経営管理技術に習熟するようになり，将来
トップになった時の訓練となる。
②参加により，多数の部門マネジャーの能力を活用することができる。
Sherlekar & Deanの分析結果をこれに関連させて見ると，良好な資源配
分とモチベーションが，長所として特に高い評価を得ていた。これは予想どお
りであるが，業績評価については前記の D.E.Wadeの項で述べたように，現
状における業績評価尺度の不完全な利用状況から考えると，むしろ評価が高す
ぎると思われる。次に目標整合性については，平均点に近くいずれの評価も得
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ていないことがわかる。この理由の一つは A3の文章の不明確さによると思わ
れるが，目標整合性を実現するほどの，徹底したデシジョン・パッケージの評
価が現実にはまだ行われていなかったことによるのであろう。また原価節約に
ついては，ほとんど長所とは認められておらず，前項での検討を裏付けるもの
となっていた。
次に通常，ゼロベース予算の短所と指摘されるのは次の点である。①事務
量が過大になる。②デション・パッケージのランク付けが困難である。③業績
評価尺度の決定が困難である。④最小の代替レベルは部門のマネジャーに脅威
を与え，予算に対して反感をもたれやすし」⑤様々な努力における情報を認識
するのは困難で、ある。⑥数量化できない成果をもたらすパッケージが過少に評
価される。
Sherlekar & Deanの調査結果は，上記の①，②を裏付けるものであった。
このうち①について，彼らは，事務量が過剰となる最大の要因の一つはデシジ
ョン・パッケージの作成にあると考えた。実際，表17で示されているように，
デシジョン・パッケージの数が数千に及ぶケースは珍しくない。それ故にその
数を減少することにより，この問題は解決できるのではないかと予想した。し
かし調査結果により，これは証明されなかった己おそらく，デシジョン・パッ
ケージが大きな要因であることは正しいが，単なる数の問題に帰したのが誤り
であり，それをどの程度まで，詳細に作成するかにも原因があると考えるべき
であったであろう。それ故に，デシジョン・パッケージの内容を簡略にすれば，
この問題のいくらかは解決するが，それによりデシジョン・パッケージの有効
性を損なうことがないように，情報の経済性を考慮しながら，パッケージを合
理化することが重要であろう。またこの調査では考慮されなかったが，ランク
付けも同様に事務量過剰の大きな要因である。これについては，前項 D.E. 
Wadeの項で述べたように，採否の境界線付近のデション・パッケージのみ重
点的に評価する方法や，その他として次の様な方法も提唱されている。それは，
大きな組織ではデシジョン・パッケージの数が膨大となるため，すべてをトッ
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プ・マネジメントが評価するのは困難である。それ故に，各部長クラスに権限
を委譲すると共に，それぞれ費用の枠を割り当て，それによりランク付けと評
価を下位のマネジャーに委ねる方法である。但しこの方法は，各部門の予算枠
の割り当てをどうするかという困難に直面することとなり，もし適切な方法で
行われないなら，ゼロベース予算の有用性を大きく損なうこととなるので，注
意が必要である。
次に②は，特に各ユニットから提出されたパッケージを，統合してランク付
けする場合に問題となることが多い。そしてそれは，各ユニットの利害に大き
く影響するにも関わらず＼調査結果が示すように，多数の納得が得られるよう
な，客観的なランク付けの方法はないのが現状である。それ故にその決定過程
に，より多くのマネジャーを参加させることにより，少しでも多くの納得が得
られるような方法に近づけていくか，或いは各ユニットに利害関係のない人間
により委員会を作成し，それによりランク付けを行っていくのが，現在におけ
る最良の解決方法であろう。またデルファイ法の使用が主張されることが多い
が，この調査が示すように，その使用はまだ少数である。むしろこれについて
は，前記の D.E.Wadeの項で述べたように，多数の企業は徹底したランク付け
を行わないことにより，この問題が深刻になるのを避けているのが現状と思わ
れる。以上，短所について考察したが，彼らの調査では③以下の他の短所につ
いては示されていなかった。しかしこれは，それらが重要でないからではなく，
前述のように彼らの分析はゼロベース予算の長所が中心であり，短所について
は詳細な分析が行われていないからである。特に④のような短所は，ゼロベー
ス予算の成否を左右するほどの重要なものである。しかし実態調査では，部門
マネジャーのこのような本音の意見は，表面に表れにくいので注意が必要であ
る。また③は本質的に非常に困難な問題だが， D.E.Wadeの項で述べたよう
に，実際にはこれを有効に実施していない企業が多いのが現実である。それ故
に，短所としてまだ認識されていなかったと考えるのが適当であろう。
これまで，ゼロベース予算の実際面における問題点及び長所，短所について，
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2つの実態調査に基づいて検討してきた。しかしこれらの調査はいずれも，ゼ
ロベース予算が経営管理過程にどれだけ貢献するかの考察が主であった。しか
し実際に企業にとって重要なのは，さらにその成果である製品，サービスをど
れだけ向上させるかという点である。すなわち，いくら経営管理に対して有用
であるとしても，それが直接，サービスの向上に直結するとはいえないのであ
る。それ故に，ゼロベース予算が真に企業にとって有用であるかの判断のため
には，利用者へのサービス内容に関する調査が必要でトある（言うまでもなく，
ゼロベース予算の有効な適用領域は間接部門であれ販売費及び一般管理費，
試験・研究費，本社費等の自由裁量費が中心である。それ故に製品には直接貢
献しないので，サービスのみを対象とする）。しかしそれを行うのはかなり困難
である。その理由はそのサービスの利用者，特にそれが外部の一般の顧客の場
合，信頼できる継続した調査を行いにくいためである。しかし，その調査も少
数ではあるが行われている。この調査は企業を対象としたものではなく，また
上記の理由により，外部の顧客を対象としたものでもないが，ゼロベース予算
の有用性について充分参考となると思われるので，次に簡単に検討を行うこと
とする。
( 4〕Wetherbe& Montanariの調査
W ether be & Montanariはゼロベース予算の有用性を検証するために，大学
のコンビューター・センターとその利用者を対象に実態調査を行った。それは，
これまで伝統的な予算により運営されていた 3つのコンピューター・センター
のうち， lつ（テスト・グループ）がゼロベース予算を新たに使用し，他の 2
つ（コントロール・グループ1' 2）が従来の予算を継続して使用した場合に
おける，そのサービスの質の変化を，各コンビューター・センターにおいて 2
年間にわたり比較したものである。そのため次の 3つの観点、から検討する。①
利用者が感じるサービスの重要性に見合う質のサービスは，どちらの予算シス
テムの場合に提供されたか（サービスの適切性を検討するために，その重要性
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と質の相関関係を比較する）。②教育活動に対するサービスは，どちらの予算シ
ステムの場合に，より優れていたか。③リサーチ活動に対するサービスは，ど
ちらの予算システムの場合に，より優れていたか（②，③の 2つの活動は大学
における，主要なコンビューターの貢献分野と考えられる）。以上の点に関する
く注35>
質問を利用者に問い，それに対する回答を点数化（良い評価ほど高得点）する
ことにより， 2年間でどちらの予算システムにおいて，より多くの改善がなさ
れたかを検証している。その対象となる利用者は，各コンビューター・センタ
ーを頻繁に利用しているメンバーが選出された（テスト・グループ…25人，コ
ントロール・グループ1…14人，コントロール・グループ2・27人）。そしてそ
の回答率は，対象者が同じ大学のメンバーだったので100%であった。なおこの
2年間において，各コンビューター・センターの従業員及び設備に大きな変動
はなかった。また，ゼロベース予算が使用されたことも利用者には知らされな
かった。これらの結果を示したのが表18であり，その統計的有意性を検証した
のが表19である。
〈注36>
表 18
グループ名 平均点 平均点 純〈改j主善38>値
①サービスの重要性と適ぐ注切37性〉
2年前 現在 現在－2年前
テスト 7.0864 14.6569 7.5705 
コントロール 1 5.7099 8.3045 2.5946 
指数く注分39析〉
コントロール2 6.7146 9.1767 2.4621 
テスト 4.5856 10.3925 5.8069 
コントロール 1 3.4899 5. 7231 2.2332 
コントロール2 4.6114 6.3799 1.7685 
②教育活動に対するサービス テスト 3.1 5.9 2.8 
コントロール1 3.5 4.8 1.3 
コントロール2 3.4 4.7 1.3 
③リサーチ活動に対するサー テスト 3.4 5.6 2.2 
ピス コントロール1 3.5 4.7 1.2 
コントロール2 3.5 4.8 1.3 
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表 19
①サービスの重要性と適切性
指数分析
②教育活動に対するサービス
③リサーチ活動に対するサー
ビス
ゲループ
テスト女す
コントロール 1
テスト対
コントロール 2
テスト対
コントロール 1
テスト対
コントロール2
テスト対
コントロール 1
テスト対
コントロール 2
テスト対
コントロール l
テスト対
コントロール 2
*Pく0.05, ** p く0.01, *** p く0.001
- 65 -
t値 自由度 有意水準
l. 75 26 ＊ 
l. 92 26 ＊ 
2.45 26 ＊＊ 
3.30 26 ＊＊ 
2.55 37 ＊＊ 
3.22 50 ＊＊＊ 
l. 97 32 ＊ 
l. 90 44 ＊ 
これらの表より①について検討すると，ゼロベース予算を使用したグループ
の方が，それを実施しなかったいずれのグループよりもかなり高い数値を示し
ており，その結果が統計的に有意であることも証明されている。これより，適
切なサービスの提供についてはゼロベース予算が有用であったことがわかる。
次に②と③について見ると，いずれの場合もゼロベース予算を実施したグル
ープが2年前は最低点であったのが，現在は最高の数値を示していることがわ
かる。そして，これについて統計的に有意であることも証明されており，これ
よりゼロベース予算を実施した方が，いずれの活動についても有用なサービス
を提供したことが明らかにされた。
以上のように Wether be & Montanariの調査では，非常に明確にゼロベー
ス予算の有用性が立証された。通常，このような調査での最大の難点は，調査
結果に他の要因による影響が混入することである。そこでそれを防ぐために，
いくつかの対策がたてられた。例えば，ゼロベース予算を実施しないクゃループ
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を2つ調査対象とすることにより，偶然による調査結果のひずみを防ぐ努力を
したり，ゼロベース予算を使用していることを，利用者に知らせないことによ
り，サービス内容が向上したとの錯覚を利用者に生じさせるのを防いだ点等で
ある。このように注意深い考慮、が払われており，その点でこの調査の有効性を
高めている。また常識的な②，③の質問以外に，必要に応じたサービスを提供
する能力を問う①の質問を加えたのは適切でトあり，これにより，ゼロベース予
算実施による有用性を，より細かく調査している点は評価できる。しかしいく
つかの欠点もある。例えば，対象人員数の問題，或いは質問内容の適切性につ
いて，さらに調査期間の問題等について多くの議論が予想される。また，この
調査は大学という特殊な場所で行われたものであり，それを企業に適用できる
かという問題である。しかしこのような，コンビューター・センターの利用は
多数の企業に存在するものであり，それに関して大きな差はないと思われる。
それ故にこれにより，この調査の有効性が損なわれることはないであろう。む
しろこれより重要な欠点は次の点である。すなわちこの調査により，確かにゼ
ロベース予算の有用性は実証されたが，この調査では，ゼロベース予算を使用
したコンビューター・センターの従業員に対する調査が一切行われていない。
そのため，ゼロベース予算がそこで働く人聞を通じて，どのようにサービスを
向上させていくかのプロセスにおける，長所，短所を分析できない点、である。
従って，これに関する調査も行われていれば，ゼロベース予算の有用性の証明
が，より完全なものとなっていたであろう。しかし，そのような経営管理過程
に及ぼす影響は，前項で示したようないくつかの調査で行われており，それに
より，コンビューター・センターではないものの，同様な間接部門における有
用性は充分に支持されている。それ故に，それとこの調査をあわせて考えるな
ら，ゼロベース予算の有効な適用分野と考えられている間接部門のうち，近年
特に重要性を増しているコンビューター・センターにおいて，ゼロベース予算
が非常に有望であることを認識することができる。
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〔5〕Sellersの実験
これまでゼロベース予算の有用性についての実態調査を検討してきたが，そ
れらはいずれもそれを実施した際の条件は考慮、していなかった。それに対して
Sellersは，複数の条件下におけるゼロベース予算の有用性について検討を試み
る。彼はゼロベース予算があまり採用されていないのは，企業或いは役所で実
際に使われている会計システムが，ゼロベース予算に適合していないのが原因
であるとして，いくつかの条件を変化させた環境において実験を行った。そこ
で，以下，彼の実験結果を参考に検討を行うこととする。
彼の実験は，私企業及び地方政府で実際に予算業務に携っている135人の担当
者を対象に次のような架空の政府を想定して行われたものである。それは犯罪
防止，リサーチ，行政事務の 3つのサービスを提供する政府で，原価は各々に
従事する法律家，事務員，秘書に支払われる給料（時間給）のみからなると仮
定される。まず彼らは， Nol…現在レベル以下の活動を予定， No2…現在レベ
ルと同じ活動を予定， No3…現在レベル以上の活動を予定，の 3つの予算レベ
ルを示すデシジョン・パッケージを提示される。その後，半分の対象者はNol
が，そして他の半分には No3が上位の管理者により選択されたと告げられる。
そして各々ホ不足グループ庁ホ豊富グループ庁と名付けられる。続いて 1年経過
したと仮定され，その年度の仮定の結果が記載された報告書が各対象者に示
〈注42>
される。その際に，各グループの半分には処理されたケース別に配賦された原
価情報が，そして他の半分には従業員別に集計された原価情報が示されている。
ここで Sellersは，後者の情報は管理可能な要因に基づくのでホ適切情報グと
し，それに対して前者は管理不能なので、不適切情報庁と名付けた（図2）。
これにより，予算額が満足な場合と不満な場合，及び会計情報が適切な場合
と不適切な場合の組み合わせによる， 4つの状況が仮定された。そして各グル
ープに会計報告書が提示された後，ゼロベース予算の有用性に関する質問が行
われた（各項目について，同意の程度に応じて，同意… 1点から不同意… 7点
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図 2 適切情報
行政事務犯罪防止 リサーチ
法律家のサービス｜ ｜ ｜ ｜法律家給料の合計
事務員の ／ ｜ ｜ ｜ ｜事務員 ／ 
秘書の刀 ｜ ｜ ｜ ｜秘書 刀
行政事務犯罪防止 リサーチ
費の合計費の合計費の合計←不適切情報
まで採点する）。その各回答者間の差異の統計的有意性を検証したのが表20であ
り，各質問に対するグループ別の回答平均を示したのが表21である。表20中の
Phaseは適切情報を受けたグループと不適切情報のグループの回答間の差異
の統計的有意性を示す（両グループ共そこに含まれるホ豊富予算庁とホ不足予
算かのグループの回答を平均している）。また Changeは、豊富予算庁のグルー
プとホ不足予算かのグループの回答聞の差異の統計的有意性を示す（同様にそ
こに含まれる、適切情報かとホ不適切情報P のグループの回答を平均してい
る）。そして Interactionは，豊富予算の時におけるホ適切情報庁とホ不適切情
報かのグループ問の回答の差異と，不足予算の時における唱適切情報かとホ不
適切情報かのグループ間の差異の聞の統計的有意性を示したものである（これ
により，不適切を適切情報に変える際の状況による有用性の違いが示される）。
この表より質問内容を見ると，不明瞭なものや類似した項目がかなり混在し
〈注43)
ており，しかもそれら同士の回答結果が異なっているものもある。それ故に当
論文では，個々の質問内容に対する結果の検討は省略し，以後実験結果の全体
的傾向を中心に見ていくこととする。まず， Phase効果と Change効果に関し
て統計的に有意であったのは，問Cのみであり，それぞれ不足予算，及び適切
情報の時に，この予算が高く評価されていた。それに対して Interaction効果
は， B, C, 8 , 9 , 10 11について有意で、あり， 3については有意に非常に
近い値が示された。これらはしhず、れも，豊富予算時には適切情報が与えられた
場合にゼロベース予算が高く評価されたのに対して，不足予算時には逆に不適
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表 20
質問
〈注45>
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Phase Change Interaction 
A. オフィスの業務はだいたい計画どおりに行われた。… 0.559 0.581 0.274 
1 会計情報はオフィスの業務を評価する助けとなる。… 0.751 0.141 0.038 
c. } マネジメン卜の注意を要する分野を… 0 . 100 0 . 088 0 . 001
認識する助けとなる。
1.オフィスの予算プロセスは計画用具として有用で… 0.841 0.440 0.547 
ある。
2.会計結果を基準にすると，予算はオフィスの合理… 0 .132 0. 105 0. 455 
的ゴールであった。
3.会計結果を基準にすると，質問2におけるあなた… 0.156 0.591 0.106 
の判断は信頼度が高い。
4.予算はオフィス活動の有意義な指針を提供した。… 0.821 0.490 0.979 
5.従業員はこの予算により何を期待されていたかを… 0.616 0.188 0.612 
判断するのが困難で、あった。
6. この予算の下でオフィスの業務の有意義な評価が… 0. 393 0. 600 0. 343 
可能でトあった。
7. オフィスのゴールはこの予算において明確に示さ… 0.468 o. 743 0.422 
れていた。
8. この予算で示されたオフィスのゴールが合理的に… 0 . 4 3 0 . 998 0 . 010
達成可能であったのは，明らかである。
9. この予算と会計フィールドバッグの下で，コン卜… 0.282 0.902 0.018 
ロール職能を遂行するのは比較的容易であった。
10. オフィスの従業員はこの予算から明確な指針を与… o. 734 0.846 0.054 
えられた。
1. この予算で設定されたゴールが現実的だったかは… 0.314 0.793 0.054 
全く明らかではない。
12. その後の経験を基準にすると，この予算で示され… 0. 423 0. 246 0. 356 
た原価は正常な環境下で達成可能でトあった。
13. この予算プロセスはオフィスの合理的ゴールの設… 1.000 0.482 0.839 
定をもたらすであろう。
14. この予算が現実的だったか否かは述べようがない。… 0.809 o. 771 0.515 
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表 21
A 適切不適切平均
不足 2.697 2.563 2.630 
豊富 2.548 3.033 2.791 
平均 2.623 2.798 2.710 
c 適切不適切平均
不足 3.545 3.094 3.320 
豊富 3.065 4.677 3.871 
平均 3.305 3.886 3.595 
2 適切不適切平均
不足 2.848 3.594 3.221 
豊富 2.667 2.871 2.769 
平均 2.758 3.232 2.995 
4 適切不適切平均
，ー－・－『ー 一ー圃’ --
不 足 3.667 3.813 3.740 
豊富 3.935 3.968 3.952 
平均 3.801 3.890 3.846 
6 適切不適切平均
不足 4.273 4.250 4.261 
豊富 3.806 4.387 4.097 
平均 4.040 4.319 4.179 
8 適切不適切平均
不足 4.152 3.125 3.638 
豊富 3.355 3.935 3.645 
平均 3.753 3.530 3.642 
10 適切不適切平均
不足 4.964 4.484 4.726 
豊富 4.323 4.935 4.629 
平均 4.646 4.710 4.678 
12 適切不適切平均
不足 2.939 2.906 2.923 
豊富 3.484 3.032 3.258 
平均 3.212 2.969 3.090 
14 適切不通切J 平均
不足 3.182 3.438 3.310 
豊富 3.677 3.355 3.516 
平均 3.430 3.396 3.413 
B 適切不適切平均
不足 3.424 2.844 3.134 
豊富 3.226 3.968 3.597 
平均 3.325 3.406 3.365 
1 適切不適切平均
不足 2.606 2.469 2.537 
豊富 2.677 2.806 2.742 
平均 2.642 2.638 2.640 
3 適切不適切平均
不足 3.375 3.323 3.349 
豊富 2.733 3.645 3.189 
平均 3.054 3.484 3.269 
5 適切不適切平均
不足 4.061 4.063 4.062 
豊富 3.484 3.806 3.645 
平均 3.772 3.934 3.853 
7 適切不適切平均
不足 4.576 4.063 4.319 
豊富 4.194 4.226 4.210 
平均 4.385 4.144 4.264 
9 適切不適切平均
不足 4.455 4.063 4.259 
豊富 3.677 4.774 4.226 
平均 4.066 4.418 4.242 
11 適切不適切平均
不足 3.188 3.531 3.359 
豊富 4.032 3.065 3.548 
平均 3.610 3.298 3.454 
13 適切不適切平均
不足 4.094 4.063 4.078 
豊富 3.806 3.742 3.774 
平均 3.950 3.902 3.926 
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切情報を与えられた場合に高く評価されていた。
そもそも彼は，様々な状況においてゼロベース予算の有用性は異なるとして，
それを証明するために，その有用性は①適切情報が与えられる時に，②不足予
算の時に，より強く感じられること，及び③情報の不適切から適切なものに改
善した時のゼロベース予算の有用性の増加は，不足予算の場合の方が強く感じ
られることを，実務担当者に対する実験により確認しようとした。しかしその
結果は，①，②についてはわずかしかその傾向は見られず，また③については
当初の予測を完全に裏切るものであった。すなわち予算カットに直面した予算
担当者は，その部門内のコンブリクトを解決しようとして，より適切な情報を
必要とするという考えに基づき，不足予算の時ほど適切情報が求められると予
想していた。しかし実験結果によると，豊富予算時には明らかに適切情報が求
められたものの，不足予算時には不適切情報が求められるという顕著な傾向が
示された。このいわば反機能的行動は何故起こるのか。それについて， Sellers
は次の 2つを推測することにより，この論文の結論とした。それを要約すると，
①予算削減に直面したマvネジャーは，それにともなうコンフリクトを避ける方
法として，組織の防衛のためにあえて貧弱な情報を求める。②予算緊縮時には，
組織の成果であるアウトプットに関する情報に，より大きな関心がある（この
企業にとってのアウトプットは処理されたケースなので，それに基づいて集計
された原価すなわち，この実験における不適切な情報を彼はアウトプット関連
情報と考えた）。
以上， Sellersの調査結果について見てきたが， Sellersはゼロベース予算の
有用性を調べるために，これまでのように，その環境を所与とするのではなく，
2つの状況を考慮した。これに関しては評価できる。しかしその 1つである適
切情報の内容については注意が必要である。彼は責任会計の観点から事後の担
当者別の原価を適切情報とし，サービス別の原価を不適切情報として実験を行
った。しかしこれは，原価管理の点から見た適切情報であり，ゼロベース予算
の，より重要な機能である計画設定の観点から見た適切情報ではなしユ。それ故
- 71-
- 72 -
に，不足予算の場合，適切情報の時ゼロベース予算が有用と認められなかった
のは，コンフリクトの原因となる担当者別の厳格なコントロール目的で使われ
るd情報を嫌ったためであり，本当の意味での適切な情報を必要としなかったと
考えるべきではない。しかも前項で検討した調査結果が示すように，現実には，
ゼロベース予算はコントロール目的であまり実施されていない。それ故に，こ
の適切情報の内容を別のものとしていたなら，より興味ある結果が得られたも
く注47)
のと思う。次にさらに大きな問題として，この実験が果たして，ゼロベース予
算の下での実験となりうるのかという疑問がある。ここで、は，被験者は 3種の
デシジョン・パッケージのうちの 1つを選択され，それにもとづいて実験を行
った。しかし，それは被験者が作り出したものではなし所与のものとして存
在し，いわば上から与えられたものである。それ故に，ゼロベース予算の中心
概念である意思決定プロセスへの参加が全く行われていない。従って，被験者
がゼロベース予算を使用していると意識して，この実験を行っていたか大いに
疑問である。しかしだからといって，この実験結果が全く無駄なわけではない。
つまり，この実験をゼロベース予算を含む予算全般について該当するものと考
えるなら，いくつかの示唆に富む結果が得られている。すなわち Sellersの論
文では，ゼロベース予算が当初の予想、ほど，広く普及していない理由について
は証明されなかったわけだが，この実験結果を別の観点から考察することによ
り，これを証明できるのではないだろうか。そこでこれを以下において再検討
してみることにする。 Sellersは，適切情報の時における豊富予算と不足予算の
場合の比較には注目しなかった。しかし，少なくともゼロベース予算を導入し
ようとする企業なら，原価意識も高いと予測できるので，上記の適切情報を提
供していると考えられる。それ故に，ここではむしろこの両者の場合の比較を
行うのが適当であろう。それによると多数の項目で適切情報の場合，豊富予算
を与えられた時にゼロベース予算を有用と感じる人が多かったことがわかる
〈注48>
（逆の結果が出たのは， 1, 4' 5' 12，であるが，差は僅かであった）。それ
故にこの実験から，ゼロベース予算はその拡張時に有用性を発揮することがわ
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かる。しかし現実にはゼロベース予算は，不況時の予算縮小が必要な時に実施
されることが多かった。それにより，たとえ実施されても従業員にその有用性
があまり認められず，そのため広く普及してこなかったのではないかという事
実を，この実験結果から推測することができる。
〔6〕結びにかえて
以上，それぞれ性格の異なる 4つの調査資料を基に検討をすすめてきた。ま
ずし 2でゼロベース予算の実施上の問題点，及び長所，短所について考察し，
3ではより実際的にサービス向上面での有用性の検討を行った。これらにより
ゼロベース予算の様々な有用性は確認できた。しかしそれと同様に欠点の存在
も明らかとなった。そこで最後に，それらの改善策，及び，今後注目すべき長
所について，本論で述べられなかったことを補足することにより，当論文の結
びとしたい。
上記のいくつかの調査により，ゼロベース予算の最大の短所は，事務量の過
大とランク付け，及び業績評価尺度設定の困難さにあることが明らかとなった。
特に，このうち事務量の増大については，従来の予算編成に比べて倍以上とな
ることも珍しくはない。それ故にそれに要する費用と効果を比較するなら，多
くの企業で費用が上回ることとなろう。しかし，新しい制度を導入する時は，
それがどんなに有用なものであったとしても，事務量の増大は避けえないのが
普通である。ところがそれも慣れるにつれて，急速に事務量が減少していく場
合が多い。これはゼロベース予算についても該当することは，いくつかの例に
く注49)
より示されている。しかもここで重要なことは，前記の調査結果が示すように，
ゼロベース予算は，継続的経営管理用具として使用した時，効果を発揮すると
いうことである。それ故に，ゼロベース予算の継続的実施を前提に長期的に見
ていくなら，効果が費用を上回る可能性は大いに期待できる。そしてさらに，
これを経営管理用具と理解するなら，従来の予算編成に要する事務量よりも，
大きくなるのは当然と考えられる。
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しかし実際にゼロベース予算を導入する立場から考えるなら，事務量の大幅
な増大は，たとえそれが初年度だけに限定されるとしても，耐えがたいものと
感じる企業もあるかもしれなし」そのために，可能な限り前記のいくつかの方
く注50>
策（重要なパッケージのみの評価等）を行うのは当然であるが，それ以外に部
分的な導入をはかるべきであろう。すなわち一度に全面的に実施するのではな
しいくつかの部門で実施し，慣れるに従ってそれを拡大していくなら，事務
〈注51>
量の増大をかなり抑えることができるであろう。
次に，長所について以下の点に注目すべきである。上記調査でいくつかの長
所については，その有用性が確認されたが，ゼロベース予算が長期計画との結
びつきが強いという長所については，あまり注目されてこなかった。それは，
前記 Sherlekar& Deanの調査において，その質問項目がなかったことからも
明らかである。しかし，環境の変化の激しい現代において，長期計画の重要性
は高まっており，さらに将来においては，一層その必要性が高まるであろう。
従来の予算は，長期計画に基づいて設定されるとはいうものの，実質的に結び
つきは強くなかった。それに対して，前掲図1の矢印に示すようにゼロベース
予算は，デシジョン・パッケージの作成，及びそのランク付けを通じて頻繁に
長期計画との調整がはかられるので，長期計画との結び、つきが強い。それ故に，
この長所によりゼロベース予算の有用性は，今後一層高まるであろう。また〔3〕
で長所をまとめて示したが，その多くは数量化しにくく，従業員に間接的に便
益をもたらす性質のものである。それに対して短所は，事務量の増大や人員削
減への恐怖のように，非常に直接的に影響を及ぼすものである。そのためゼロ
ベース予算は，実際よりもマイナス面が強調されがちとなる。この予算があま
り普及していない理由はこの点にもあるのであろう。従って実施を検討する際
には，これに対する配慮、が特に必要である。
最後にゼロベース予算の実施にあたって，注意すべき点を 2つ述べることに
より，しめくくりとしたい。
ゼロベース予算の大きな特徴は，デシジョン・パッケージによる徹底した費
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用・効果分析にある。そのために，現実には原価削減を期待してゼロベース予
算を導入する企業が多い。しかし調査により原価管理用具としての有用性は明
確に否定された。その理由は，おそらく原価削減を目的に導入するなら，従業
員の聞に恐怖感や反感が高まり，モチべーションを阻害するため，期待した成
果が達成されなくなるからであろう。実際，ゼ、ロベース予算を原価削減用具と
見るのは，かなり表面的な理解である。現行活動の廃止に伴う資源は，新規の
より有用な活動に振り向けられるので，全社的には原価削減とならないケース
が多いからである。それ故に原価削減を目的とするなら，導入するべきではな
く，経営管理用具として必要な場合に導入をはかるべきであろう。
また，本論では触れなかったが次の点も重要である。ゼロベース予算の中心
はデシジョン・パッケージにある。それ故に，もしここに正確な情報が記載さ
れないなら，ゼロベース予算は有意義な結果をもたらさないであろう。従って
ゼロベース予算の実施を成功させるには，デシジョン・パッケージに必要な情
報を提供する会計システムの存在が不可欠である。〔5〕の実験の目的は，様々
な状況の変化，特に提供される情報の適切性によりゼロベース予算の有用性が
いかに変化するかについて，調査することであった。残念ながらその実験では，
当初の目的は充分に達成されなかったが，状況により有用性が大きく異なるこ
とは証明できた。それ故にゼロベース予算の導入をはかるなら，それ自体の自
社に適した改善も重要だが，それを取り巻く状況，特に会計システムの整備が
不可欠であろう。
〔注釈〕
注 1…柴田典男，熊田靖久「わが国企業の予算管理制度～実態調査と今後の課
題」企業会計， 1988年4月号， 87-88頁で公表された実態調査によると，ゼロ
ベース予算の採用状況は採用…23%，不採用…77%であった。この調査は1987
年，東京証券取引所上場企業734社を対象に実施され，そのうち回答を得た355
社について行われたものである。
注2…D.E.Wade，“A Study of the Long-Run Nature and Usefulness of 
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Zero-Base Budgeting，“Un戸ublishedPh. D. Dissertatio肌 TheGraduate 
School University of Kentucky, 1981. 
注3…その調査目的は，ゼロベース予算に関して文献に示されている内容と，
実際に企業により一定期間使用されているものとの相違点の探究を意図したも
のであり，極めて詳細な調査が行われている。
注4…このうち調査結果の有効な分析のため， 2年以上実施している企業が選
択され，それ以ドの企業は除外された。実施期間は次のとおり。 2～3年… 9
社， 4～5年… 9社， 6年以上… 3社，従って21社の現在実施企業を調査対象
とする。
j主5・D.E.Wade, Ibid., p108. 
注6…1社は伝達する時としない時があると回答したので，この合計に含まれ
ていない。
注7…D.E.Wade, Ibid., p106. 
注8. Ibid., Plll. 
注9…jの質問項目は，回答の信頼性を確認するためのものと述べられている。
注10・・ ・ D.E. Wade, Ibid., p115. 
1主11・・Ibid., p121. 
注12…他の調査では現在としているにも関わらず，これのみ実施後数年後とな
っているのは，中止企業についても調査が行われたからであろう。しかし何年
後であるかは明らかにされていない。
注13…D.E.Wade, Ibid., p117. 
注14…Ibid.,pp.122-123. ここでは，その他のランク付けに関する調査も行わ
れていたが，そのうち当論文に関係あるもののみ抜粋した。
注目…D.E.Wade, Ibid., P109. 
1主16…Ibid.,plOl. 
注17…21社のうち 3社が，「コスト・人員削減」は主目的ではないが，ゼロベー
ス予算を実施する目的の 1つであると述べている。
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注18・D.E.Wade, Ibid., pp.126-127. 
注目…f.には 2社が回答しなかった。
注20…D.E.Wade, Ibid., pp.128-129. 
注21…Ibid.,pp.134-136. 
注22…t検定により統計的有意性が検証された。
注23…D.E.Wade, Ibid., pp.137-139. 
注24…Ibid.,pp.140-141. 
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注25…a' eとそれ以外のすべての回答の聞には統計的有意性があり，またe
はb, f' g, hの回答にたいして統計的に有意であることが，ぺアー差異テ
ストにより検証された。しかしその他の回答聞には統計的有意性は認められな
七、っ？こロ
注26・D.E.Wade, Ibid., p.103. 
注27・・・V.S.Sherlekar & B. V. Dean. “An Evaluation of the Initial Year of 
Zero-Base Budgeting in the Federal Government. “Management Science 
(August 1980), pp.750-772. 
注28…“Assessmentof the First Year of Zero-Base Budgeting，” The White 
House, Office of the White house Press Secretary. Washington, D.C., May 
2, 1978. 
注29…V.S.Sherleakar & B.V. Dean, Ibid., p.757. 
注30…括弧内はランクを示す。
注目…B4よりも10点の評価を下したもの人数は多かったが，他の点の合計に
より B4が高く評価された。
注32…この調査では，各成員に対して等しいウェイトが仮定されていた。しか
し，各成員の予算規模に基づいてウェイト付けが行われるなら，第l位と第2
位は同様だが，第3位のみ B3の代わりに c2がランクされる。
注33…V.S.Sherlekar & B.V.Dean, Ibid., p.766. 
注34…J.C.Wetherbe & J.R. Montanari，“Zero Based Budgeting in the 
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Planning Process，’＇Strategic Management journal (Vol. 2 1981), pp.1-14. 
注35…その質問内容は以下のとおりである。まずコンビューター・センターが
提供するサービスを14の項目に分類する。そしてそれぞれについて， 3つのコ
ンビューター・センターのそれぞれの利用者に対して，そのサービスは 2年前
と現在のどちらがより重要と感じたか，またどの程度に重要であったか，につ
いて質問する。さらに実際に提供されたサービスのレベルと優劣について，そ
れが2年前と比べてどうであったかを問う。そしてこの回答を数値化し重要性
とレベルの相関関係を測定することにより，サービスの適切性を測定している。
また②は，コンビューター・センターのサービスは教育活動にとって， 2年前
と現在のどちらが，どの程度に重要と感じたか，及び実際に提供されたサービ
スは， 2年前と比べてどちらが，どの程度に適切であったかについて問うもの
である。同様に③は，リサーチ活動について②と同じ質問がなされる。
注36・・・J.C.Wetherbe & J.R.Montanari, Ibid., p12. 
注37…①に関しては14の項目の点数の平均が計上されている。詳細は J.C. 
Wetherbe & J.R.Montanari, Ibid., P.11. 
注38…相関係数はフイツシャーのZ変形を使用しており，現在値から 2年前の
数値を引くことによりどれだけ改善されたかを測定している（高いほど相関関
係が強い）。
注39…この数値は， 14に分類されたサービスに関する回答の数値を，利用者に
より感じられた重要性に応じて加重平均して算出された値である。
注40…J.C.W ether be & J .R.Montanari, Ibid., p.12. 
1主41…F.E.Sellers，“Zero Base Budgeting: Implications for the Design of 
Accounting Systems，”Un1うublishedPh. D. Dissertation, The Graduate 
School University of Kansas, 1984. 
注42…実験にはある程度の抽象化は必要で、ある。しかしこのケースのように，
被験者が何の活動もせず，事後に報告書が示されるのみというのは，少し抽象
化しすぎである。だが現実に近づけようとするなら，多くの条件を付加してい
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かなければならなくなり，それが単に実験を複雑にするばかりでなく，被験者
が果たしてそのようなことに真剣に協力してくれるかどうか疑問である。ここ
に実験の大きなジレンマがある。
注43…これらの不合理な結果について， Sellersは極端な肯定，否定文による質
問は，そうでないものに比べて同意しにくいという一般的傾向を理由とする。
また質問が後半になるにつれて，回答者の意欲が減退したのではないかという
点も指摘する。しかし，それにより説明できない項目もいくつかある（例：質問
4と10は類似，しかし点数はかなり異なる）。
注44. F.E.Sellers, Ibid., p133. 
注45…この 3つの質問をA～Cとして区別したのは，これらを，回答を始める
前の準備的なものとし，回答者にデシジョン・パッケージに記入されている会
計情報に基づいて判断させ，表面的な回答を避けさせることを意図したためと
Sellersは述べる。しかしその意図が達成されたかは疑問である。
注46…F.E.Sellers, Ibid., pp.185-218. 
注47…但し，この内容を計画設定に対して適切な情報とするなら，実験の際に
より複雑な条件が必要となってくる。
注48…5の質問内容は否定形なので，高得点ほど有用と感じた人が多いことが
示される。
注49…P.A.Pyhrrによると，テキサス・インスツルメント社では，実施後2年
目には初年度にくらべて予算編成期間が半分で済んだと，報告されている。P.A.
Phyhrr, Zero-Base Budgeting.・APractical Management Tool for Evaluation 
Eゅenses(NewYork: John Wiley & Sons, Inc., 1973), p41., （中村芳夫訳「ゼ
ロベース・マネジメント～経営効率化のための革命的手法」ダイヤモンド社，
1977年）' 95頁。
注50…C.T.Horngren，等は，ゼロベース予算の毎年の実施は費用がかかりすぎ
るとして，約5年毎の zerobase “review”を提唱する。環境変化の緩やかな
企業においては，それが適切な場合もあるが，そうでない場合には注意が必要
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である。 C.T.Horngren & G. Hoster, Cost Accouηt仇g :A Manα：gerial 
Emphasis (N.J.:Prentice-Hall, Inc., 6th ed., 1987), p.383. 
注目…ゼロベース予算の成功企業として名高いテキサス・インスツルメント社
において，まず研究部門で，そして次年度から多数部門で採用された。 P.A.
Pyhrr, Ibid. p.153.，中村芳夫「向上」， 170頁。
- 80-
